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序章 

貿易統計および指数の作成と応用のための基礎的課題 
 
 

                                                                       野田容助 
 

 

  はじめに 
 

アジア経済研究所のプロジェクト研究の1つ

である「貿易指数の作成と応用（Ⅱ）」研究会

は世界貿易統計データに関する整備と貿易統計

の利用という2つの立場から、貿易指数の作成と

それにもとづく国際比較分析を目的として2003

年4月を初年度に発足した2年研究会である（注１）。

本書は本研究会の成果の一部を取りまとめたも

のであり、東アジア諸国・地域であるASEAN4

（インドネシア、フィリピン、マレーシア、タ

イ）、Asia Nies（韓国、台湾、香港、シンガポ

ール）、中国、日本および米国を中心とした地

域を対象として、第1部の貿易統計データの作成

および整合性の評価と補正の課題、第2部の貿易

指数の作成と評価の課題、第3部の貿易指数およ

び関連指標にもとづく国際比較、第４部の資料

集から構成される。 

本研究会は1993年を初年度として実施された

当研究所の「世界貿易統計データとその検索シ

ステム」研究会（主査：木下宗七、幹事：野田

容助）（注２）、2001年４月を初年度として発足し

た「貿易指数の推計とその評価」研究会（主査：

野田容助、幹事：黒子正人）（注３）に引き続く貿

易統計データおよび貿易指数の作成、評価およ

び分析に関連する研究会である。本研究会にお

ける方法論の概要は以下の通りである。 

（１）貿易連関モデルの枠組みとなる貿易マト

リクス推計の問題をとりあげて国際貿易統計の

利用について考察すると同時に貿易統計の整合

性を評価し、可能な限りその補正をおこなう。 

（２）貿易指数作成において対象を東アジア諸

国・地域および米国を中心として指数分類コー

ドを標準国際貿易商品分類（SITC）の上位桁レ

ベル、国際産業連関表の24部門分類（IO24）、

国際標準産業分類（ISIC）としており、それぞ

れの分類による整合性のとれた貿易マトリクス

と貿易指数を作成する。 

（３）貿易指数は各国別、指数分類コードごと

にラスパイレス式指数、パーシェ式指数および

それぞれの連鎖式指数を計算する。また、貿易

指数の算式方法についても検討し、特に品質に

変化がある場合の貿易指数の問題についてはそ

の利用可能性も含めて検討する。 

（４）貿易指数について指数分類コードごとの

国際比較、各国間の相互比較、世界の貿易指数

と各国貿易指数との比較をおこなう。 

（５）貿易指数における経済分析への応用とし

て国際競争力との関係も含め、方法論のみなら

ずいくつか実証研究をおこなう。 

貿易指数を作成するに当たっては元になる貿

易統計データの取引額と数量がともに長期時系

列として整合性の取れた状態にあることが必要

である。また、作成された貿易指数あるいは関

連指標を国際比較・分析に実際に適用してみる

ことで改めてその指数の整合性、有効性あるい

は問題が浮き彫りにされることがある。本研究

会における貿易統計の長期時系列による整合性



10 

の評価は も基礎的な重要課題である。本研究

会では初年度の研究成果の一部を中間結果とし

て野田容助編『貿易指数の作成と応用―長期時

系列貿易データの推計と分析に向けて―』に取

りまとめている。中間結果とはいえ、研究の基

礎資料となる貿易統計の整合性の評価および補

正については重要的課題として検討しており、

可能な限り実施してきている。 

本章は本書の総論にあたり、貿易統計および

指数の作成と応用のために必要とされる基礎的

な課題を述べる。 

 

１． 貿易統計データの作成と整合性 
の評価 

 

アジア経済研究所が整理し、維持・管理して

いる世界貿易統計データシステム：AID-XT（A

jiken Indicators of Developing economies: eXten

ded for Trade statistics）は旧AID-XTと新AID-X

Tの2種類が存在する。旧AID-XT基礎データはU

N貿易統計、OECD貿易統計、台湾貿易統計か

ら構成されており、それぞれの作成機関の違い

によるデータ固有の特性をアジ研統一コードを

使用して共通に利用できるようにしている。U

N貿易統計は総務省統計局統計基準部国際統計

課がUNから毎年購入する貿易統計データであ

り、当研究所がこのデータを整備し、維持・管

理することになっている。このデータには商品

分類がSITCの体系およびHSの体系の違いに関

わらず、商品総額も含めてすべての桁レベルの

商品分類コードが存在する。OECD貿易統計は

アジア経済研究所がOECDから直接購入する貿

易統計データであり、このデータも同じような

商品分類コードから構成されている。台湾貿易

統計はアジア経済研究所が台湾財政部關税總局

統計室（Statistical Department Directorate Gener

al of Customs Ministry of Finance, The Republi

c of China）から直接購入する貿易統計データ

であり、当研究所の独自の方法によりUN貿易統

計に準拠した内容および形式に変換している。

台湾のAID-XT基礎データ作成については野田

の「台湾のAID-XT基礎データ作成と評価」を参

照すること。 

新AID-XT基礎データはUN統計局が2003年か

ら開始したon-line検索によるUN Comtrade貿易

統計データから得られたUN貿易統計と台湾貿

易統計から構成される。旧AID-XT基礎データが

OECD加盟国のデータとしてOECD貿易統計を

採用していたのに対して新AID-XT基礎データ

は台湾以外の国についてはUN貿易統計に一元

化したところに特徴がある。また、再輸出を含

めて輸出と定義しているようにon-line検索によ

るUN Comtradeの概念の変更あるいは新規項目

の追加にともなって旧および新AID-XT基礎デ

ータはそれぞれの分類カテゴリーあるいは統計

値に違いが生じていることに注意する必要があ

る。したがって、旧および新の混在した利用は

せずに、個別に別系列として利用をする必要が

ある。 

貿易統計で使用される商品貿易分類は商品分

類体系としてはUN作成の標準国際商品貿易分

類（SITC: Standard International Trade Statistics）

系列と関税協力理事会が作成する国際統一商品

分類あるいは統一システム（HS: Harmonized 

Commodity Description and Cording System）系列

が存在する。SITCの商品分類系列は商品総額の

もとに1桁レベルから5桁レベルまでの各層に分

けられた商品分類コードから構成されている。

アジア経済研究所ではこの階層的に構成された

商品分類コードの中で取引額が0でなく、しかも

下位レベルの階層の分類コードを持たないもの

を詳細分類コード（mdcc: the most detailed 

classification code）と呼んでいる（注４）。 

本章では商品分類における詳細分類コードm

dccの取引額をすべて合計すると商品総額に一

致することを整合性の評価基準としている。す 
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表１ mdccと個別相手国をもとに作成された貿易マトリクスの取引額表 
 
C     P  P1  Pj   Pn Error of P World 

C1 11x  … jx1  … nx1  )1(pe  Wx1  
：  :     :  :  
Ci 1ix  … ijx  … inx  )(ie p  iWx  
：  :     :  :  
Cm 1mx  … mjx  … mnx  )(me p  mWx  
error of C )1(ce   )( jec   )(nec  pce ,  pcc ee ,)( +•  
Total 1Tx   Tjx   Tnx  pcp ee ,)( +•  TWx  

（出所）野田容助「世界貿易マトリクス作成における整合性の評価と補正」（『改訂版世界貿易マトリクス―

国際産業連関表24部門分類にもとづいて―』SDS No.84 改訂版）の表1を引用 

（注）影の部分は実際に得られるデータである。完全に整合性の取れた貿易マトリクスの取引表ではerror of P

およびerror of Cの部分がすべて0で表現される。 
 
 
表２ 相手国Pjが欠損値であるときの貿易マトリクスの取引額表 
 
C     P  P1  Pj   Pn Error of P World 

C1 11x  …  0 … nx1  jx1  Wx1  
：  :       :  :  
Cm 1mx  …  0 … mnx  mjx  mWx  
Error of C  0   0   0  0  0 
Total 1Tx    0  Tnx  Tjx  TWx  

（出所）表1にもとづき著者作成 

（注）Pjが欠損値であるので影の部分はすべて0に置き換えられるが、替わってerror of Pにその分が誤差として

表示される。 
 
 
なわち、サムチェックにもとづく評価方法であ

る。貿易統計データにおける取引額の整合性の

評価は本書の第1章に概要が説明されている。こ

れによると、表1に示されているように完全に整

合性の取れた貿易マトリクスの取引額表が存在

するとき、 nj L1= に対して 0)( =jec であり

mi L1= に対して 0)( =ie p 、 0, =pce である。

したがって、記号・を対象となるすべての要素

の合計とすれば、相手国による誤差は

0)( , =+• pcp ee 、商品分類による誤差は

0)( , =+• pcc ee 、総合誤差は 0=e となる。 

（１）完全に整合性の取れた貿易マトリクスに

おいて本来存在すべき相手国のPjがすべて欠損

値であるとする。すなわち、表 2 において Pj

の列の要素がすべて0となるものとする。整合

性のある貿易マトリクスなので error of P の列

にPjのすべての要素が現れる。これを誤差で表

現 す れ ば 0, =pce 、 Tjpcp xee =+• ,)( 、

0)( , =+• pcc ee 、 Tjxe = となる。Pj が欠損値で

あることは貿易統計の作成機関のデータが正し

いとしたときに相手国コードの中でアジ研統一

国コードに対応していないものが存在すること

を意味する。 
（２）完全に整合性の取れた貿易マトリクスの

取引額表において本来存在すべき mdcc の Ciが

すべて欠損値であるとする。表 1 において Ci

の行の要素がすべて0となるものとする。整合

性のある貿易マトリクスなので error of C の行

にCiのすべての要素が現れる。これを誤差で表 
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表３ mdcc Ciと相手国Pjが欠損値であるときの貿易マトリクスの取引額表 
 
C     P  P1  Pj   Pn Error of P World 

C1 11x  …  0 … nx1  jx1  Wx1  
：  :     :  :  
Ci  0 …  0 …  0  0  0 
：  :     :  :  
Cm 1mx  …  0 … mnx  mjx  mWx  
error of C 1ix    0  inx  ijx  iWx  
Total 1Tx    0  Tnx  Tjx  TWx  

（出所）表1に同じ 

（注）Pj およびCi が欠損値であるので影の部分はすべて0に置き換えられるが、替わってerror of P におよび 

error of Cにその分が誤差として表示される。また、その交点に ijx が表示される。 
 
 
表４ 旧AID-XT基礎データにおけるシンガポールの整合性の評価            （単位は1,000US$） 
 

 y          TWx           e          1d  2d 3d  4d  5d   6d        pcc ee ,+       pcp ee ,+  
(import) 
1975      8134982      248  0.0000    0   0  1 338  868   0        9  0.000       1  0.000 
1976      9069590    25626  0.0028    0   0  1 334  870   0      -12  0.000   25364  0.002 
1977     10471750    19716  0.0019    0   0  1 332  870   0        4  0.000   19466  0.001 
1978     13048560    14565  0.0028    0   0  1 334  874   0       12  0.000   14389  0.001 
1979     17638018      247  0.0000    0   0  1 338  868   0        4  0.000       0  0.000 
 (export) 
1975      5377075      444  0.0001    0   0  1 329  819   0       14  0.000      -7  0.000 
1976      6585609    16246  0.0025    0   0  1 326  818   0       -2  0.000   15818  0.002 
1977      8251470    26310  0.0032    0   0  1 327  822   0        9  0.000   25696  0.003 
1978     10134009    40780  0.0040    0   0  1 332  821   0       15  0.000   40365  0.003 
1979     14233213      366  0.0000    0   0  1 342  785   0      -14  0.000      -1  0.000 

（出所）野田容助編『改訂版世界貿易マトリクス―国際産業連関表24部門分類にもとづいて―』の表1「東ア

ジア諸国・米国におけるAID-XT基礎データの整合性評価」におけるSingaporeの1975年から79年を引用。 
 
 
現 す れ ば 0, =pce 、 0)( , =+• pcp ee 、

iWpcc xee =+• ,)( 、 iWxe = となる。Ciが欠損値

であることは貿易統計の作成機関のデータが正

しいとしたときに mdcc に検討すべきものが存

在することを意味する。 

（３）完全に整合性の取れた貿易マトリクスの

取引額表において本来存在すべき相手国のPjと

mdccのCiのすべて欠損値であるとする。表3にお

いてPjの列の要素とCiの行の要素がすべて0と

なるものとする。整合性のある貿易マトリクス

なのでerror of Pの列にPjのすべての要素、error 
of Cの行にCiのすべての要素が現れる。 ijx は

error of Pとerror of Cの交点に現れる。これを誤

差で表現すれば ijpc xe =, 、 Tjpcp xee =+• ,)( 、

iWpcc xee =+• ,)( 、 ijiWTi xxxe −+= となる。

CiとPjがともに欠損値であることは貿易統計の

作成機関のデータが正しいとしたときに相手国

の対応付けに間違いがあり同時にmdccに検討

すべきものが存在することを意味する。 

この結果を逆に利用することにより、整合性

の評価表から貿易統計データの状態を知ること

ができる。場合によっては補正も可能となる。

旧AID-XT基礎データにおいて（2）に対応する

商品分類についてはここ数年にかけて不整合の

箇所を補正あるいは調整してきている。しかし、

（1）あるいは（3）に示されるような相手国、

数量単位あるいは数量についてはようやく評価
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の方法論がまとまった段階であるため整合性の

評価は今後の課題として残されている。 

表4に旧AID-XT基礎データにおけるシンガポ

ールの1975年から79年までの整合性の評価表が

示されているが、これは（1）の例である。輸出

入ともに1975年と79年は総合誤差が小さくて整

合性が保証されている状態を示す。ところが、

1976年から78年にかけて総合誤差が大きく、し

かもその誤差は相手国の誤差で占められている。

本書、第1章で説明された方法を適用することに

より、この誤差はUN貿易統計における国コード

とアジ研統一国コードの対応関係に問題がある

ことがわかる。誤差の原因はベトナムにアジ研

統一国コードが対応していなかったことにある。

UN貿易統計のシンガポールについて相手国を

ベトナムとした1976年から78年までの取引額の

輸入総額は単位を1,000US$としてそれぞれ、

25,361、19,462、14,390、輸出総額は同じく15,817、

25,965、40,367である。この取引額が表4の

pcp ee ,+ にほぼ一致するのを確認できる。補正

として相手国ベトナムを追加すれば、相手国に

よる誤差とともに総合誤差も丸め誤差の範囲に

収めることができる。野田の「世界貿易マトリ

クス作成における整合性の評価と補正」（SDS 

No.84 改訂版）によれば、東アジア諸国・地域

において相手国の不整合の状態は旧AID-XT基

礎データにおける香港、シンガポール、韓国、

マレーシアにかけて類似の（1）の状態が見られ

る。このことから旧AID-XT基礎データ作成のと

きに相手国コードの変換処理に問題があった判

断される。 

本書の第1章ではこのように整合性を評価し、

可能ならば補正をした新旧AID-XT基礎データ

を作成するための方法が説明されている。補正

された新AID-XT基礎データにおける整合性の

評価表は第4部の表1に示されている。表1によれ

ば東アジア諸国・地域および米国を対象とした

とき商品分類について今後検討する必要のある

いくつかの問題点が存在する。 

（１）1999年においてHSの2桁レベル分類コー

ドで補正されている報告国は中国、韓国、日本、

マレーシア、シンガポール、インドネシア、タ

イである。 

（２）中国は1995年の輸出入、韓国は1999年以

外にも88年から98年まで輸出入の一部、シンガ

ポールは96と97年の輸出、フィリッピンは2003

年に（1）に含まれる年が存在する。 

（３）中国の1995年の輸出入、インドネシアの

1995年輸出では2桁レベル分類コードで補正し

てもなお大きな誤差が残っている。 

（４）日本の1992年は当該国の貿易統計がHS

であるにもかかわらず、on-line検索によるUN 

Comtradeの貿易統計ではSITC-R3である。 

（５）フィリピンの1982年輸出に3桁レベル分類

コードによる補正が多い。 

（６）タイは2002年は存在しない。 

本書の貿易関連指数作成において基本的には

第4部の表1で示されている補正された新AID-X

Tを利用しているが、HSが存在しない日本の19

92年は旧AID-XT基礎データを利用し、データが

存在しないタイの2002年は欠損値としている。

また、中国の1984年から86年までは2桁分類によ

る編集であるため、作成された貿易関連指数の

精度についてはこの期間については保証されな

いので注意が必要である。 

 

２．異なる分類に対する変換 
 

貿易統計を共通の概念で長期時系列的に分析

をするときには商品分類の改訂前後のどちらか

の同一商品分類体系へ統一することが必要にな

る。商品分類体系統一化は商品分類の改訂年の

前後における対応関係にもとづいて配分ウエイ

トを推計し、この配分ウエイトでそれぞれの分

類コードに対応する取引金額および数量を再配

分することで可能となる。アジア経済研究所で 
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表５ グループ化されたSITC-R1とSITC-R2における対応関係の一部 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
G   s type  SITC-R1  SITC-R2 1f  2f  1Q  2Q       G   s type  SITC-R1  SITC-R2 1f  2f  1Q  2Q  
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
  1  1 2    0011     00111   2   1   1   1 
  1  1 2    0011     00119   2   1   1   2 
  2  1 2    0012     00121   2   1   2   3 
  2  1 2    0012     00122   2   1   2   4 
  3  1 1    0013     0013    1   1   3   5 
  4  1 2    0014     00141   2   1   4   6 
  4  1 2    0014     00149   2   1   4   7 
  5  1 1    0015     0015    1   1   5   8 
  6  1 1    0019     0019    1   1   6   9 
  7  1 2    0111     01111   2   1   7  10 
  7  1 2    0111     01111   2   1   7  11 
  8  1 1    0112     0112    1   1   8  12 
: 

 23  1 4a   0250     0251    3   1  25  31 
 23  1 4a   0250     0252    3   1  25  32 

 23  1 4a   0250     09808   3   2  25 180 
 23  1 4a   29195    29199   1   2 303 380 
 23  1 4a   29199    09808   2   2 307 180 
 23  1 4a   29199    29199   2   2 307 380 
  : 
 62  1 4a   0133     0141    1   2  17  21 
 62  1 4a   0138     0149    2   1  19  23 
 62  1 4a   0138     09801   2   4  19 173 
 62  1 4a   03201    0141    3   2  29  21 
 62  1 4a   03201    0371    1   3   2   1 
 62  1 4a   03201    09801   1   3   3   1 
 62  1 4a   0533     0583    1   1   1   1 
 62  1 4a   0533     09801   1   1   1   1 
 62  1 4a   05552    05659   1   1   1   1 
 62  1 4a   05552    09801   1   1   1   1 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）アジア経済研究所のSITC-R1とSITC-R2の対応表（clcvp6.r12）にもとづき著者作成 

（注）表5はmdccにもとづくSITC-R1とSITC-R2の対応関係の基本モデルGRT12[B]の一部が示してあり、対応関

係の基本モデルの詳細は野田の「商品分類の改訂にともなう対応関係の連結」を参照すること。 
 
 
表６ アジア経済研究所のSITC-R2からSITC-R1への変換表 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
SITC-R1   SITC-R2 … SITC-R2       SITC-R1   SITC-R2 … SITC-R2       SITC-R1   SITC-R2 … SITC-R2 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
0     1+0                     
00    1+00                    
001   1+001                   
0011   +00111  +00119         
00110  +00111  +00119         
0012   +00121  +00122         
00120  +00121  +00122         
0013   +0013                  
00130  +0013                  
0014   +00141  +00149         
00140  +00141  +00149         
0015   +0015                  
00150  +0015                  
0019   +0019                  
00190  +0019                  
01    1+01    2-0141 
      4+09801 2+09808* 
011   1+011   2+09808*         
0111   +01111  +01112         
01110  +01111  +01112         
0112   +0112                  
01120  +0112                  

0113   +0113                  
01130  +0113                  
0114   +0114                  
01140  +0114                  
0115   +0115                  
01150  +0115                  
0116   +0116                  
01160  +0116                  
0118  1+0118  2+09808*         
01181  +01181                 
01189  +01189 2+09808*         
012   1+012                   
0121   +0121                  
01210  +0121                  
0129   +0129                  
01290  +0129                  
013   2+0141  1+0142 
      1+0149  4+09801 
0133  2+0141                  
01330 2+0141                  
0134   +0142                  
01340  +0142                  

0138   +0149  4+09801         
01380  +0149  4+09801         
02    1+02                    
022   1+022                   
0221   +02249                 
02210  +02249                 
0222   +02241  +02242 

 +02243 
02220  +02241  +02242  
       +02243 
0223   +0223                  
02230  +0223                  
023   1+023                   
0230   +0230                  
02300  +0230                  
024   1+024                   
0240   +0240                  
02400  +0240                  
025   1+025                   
0250   +0251   +0252          
02500  +0251   +0252 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（出所）アジア経済研究所のSITC-R2からSITC-R1へ向けた変換表にもとづき著者作成 

（注）SITC-R1 の分類体系上において 00110,00120,11130 等の5 桁レベル分類コードは存在しないが、4 桁レベ

ル分類コードと 5 桁レベル分類コードから構成される基本項目を混乱がないようにすべて 5 桁レベル分類コー

ドで表現したことにより作成された架空の分類コードである。SITC-R2 の 09808 は対応付けを変更しているた

め*の部分と025,0250,02500は表5の対応表とは矛盾を起こしている。表5のほうが現在使用されている対応表

である。基本項目については+の前の1は省略している。 
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はこれまで配分ウエイトによる貿易統計の変換

の方法として商品グループ内における配分ウエ

イトの構造を定式化し、（1）商品分類体系にお

ける対応関係から得られる配分構造が均等に配

分されるという仮定の下で推計される均等配分

の方法、（2）配分構造に対する分類コードの取

引額をウエイトとして配分されるという配分ウ

エイトの方法、という基本的には2つの方法が試

みられてきている。UNあるいはOECDにおいて

も固有の変換方式を採用し、同一分類による長

期時系列データを作成している。商品グループ

内における配分ウエイトの推計方法については

本書の第2章において説明されている。 

 

2.1  アジア経済研究所の変換表 

 

実際の貿易統計の変換において取引額を考慮

せずに商品分類体系における対応関係から得ら

れる配分構造をもとにした均等配分の方法が広

く利用されている。アジア経済研究所が1970年

後半、SITC-R2からSITC-R1への変換モデルとし

て採用していたのは基本的にはこの均等配分の

方法である。SITC-R2は1960年以降の対外貿易

の構造変化を考慮して分類の有用性を増大させ

るための修正、あるいは技術の進歩によって分

類を拡張するために作成されたSITC-R1の改訂

版である。そのため、SITC-R2はSITC-R1を拡張

するための修正をのぞいては基本的にはSITC-

R1の構造を保っている。SITC-R2における分類

の構造からSITC-R2からSITC-R1への変換は配

分構造を含んでいるとはいえ基本的には統合型

の対応表が基本となる。 

表5にmdccもとづくSITC-R1とSITC-R2の対応 

関係の基本モデルGRT12[B]の一部が示されてい

る（注５）。表5においてGは商品グループの一連

番号、sはそのサブグループの一連番号、typeは

このグループ・サブグループの対応関係のタイ

プを表す。SITC-R1とSITC-R2は商品分類に対応

する個別分類コード、 1f はSITC-R1がSITC-R2

へ対応する分類コードの個数、 2f はSITC-R2が

SITC-R1へ対応する分類コードの個数、 1Q と

2Q は商品グループ内におけるそれぞれの商品

分類における個別分類コードの一連番号を表わ

す。 

アジア経済研究所の変換モデルである変換表

は表6に示されており、出力となる1個のSITC-

R1の個別分類コードに対して入力となる複数

個のSITC-R1の個別分類コードが式の形式で表

わされている。表5の対応関係において影がつい

ているのは商品グループGが１であり、このグ

ループからSITC-R2の00111と00119の2個の個

別分類コードはSITC-R1の1個の0011と関連が

あることがわかる。この関係においてSITC-R2

からSITC-R1への方向に対して変換されるとす

る。これを式の形で表現したのが表6にある変換

モデルであり、同じく影を付けられている 

0011   +00111 +00119 

である。この式はSITC-R2の00111と00119をSI

TC-R1の0011へと統合することを意味する。こ

の例は配分構造のない変換モデルである。配分

構造のある例は表5の商品グループ62にあるSIT

C-R1の0138である。SITC-R1の0138に対応して

いるSITC-R2は0149と09801の2個の個別分類コ

ードである。表5によれば0149は0138の1個とし

か対応関係にないが、09801は0138のほかに032

01,0533,05552の合計して4個の個別分類コード

に対応している。配分を均等にすれば対応して

いる4個の個別分類コードにはそれぞれ1/4が配

分される。表6において0138の変換式は、 

0138   +0149 4+09801 

として表わされている。これはSITC-R1の0149

のすべてと09801の配分のためのウエイトの1/4

のみがSITC-R1の0138へ統合されることとなる。

すなわち、アジア経済研究所の変換モデルは表6

の形式であらわされ、表5の対応関係をSITC-R2

からSITC-R1の方向に対する個別分類コードを 
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表７ グループ化されたSITC-R2とSITC-R3における対応関係の一部 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
G   s type  SITC-R2  SITC-R3 1f  2f  1Q  2Q       G   s type  SITC-R2  SITC-R3 1f  2f  1Q  2Q  
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 12  1 2    0113     01221   2   1  13  19 
 12  1 2    0113     01222   2   1  13  20 
 13  1 2    0014     01231   4   1  14  21 
 13  1 2    0014     01232   4   1  14  22 
 13  1 2    0014     01234   4   1  14  24 
 13  1 2    0014     01235   4   1  14  25 
 14  1 1    0115     0124    1   1  15  27 
 15  1 2    0116     01251   6   1  16  28 
 15  1 2    0116     01252   6   1  16  29 
 15  1 2    0116     01253   6   1  16  30 
 15  1 2    0116     01254   6   1  16  31 
 15  1 2    0116     01255   6   1  16  32 

 15  1 2    0116     01256   6   1  16  33 
  : 
950  1 4a   01181    01233   3   1  17  23 
950  1 4a   01181    01236   3   1  17  26 
950  1 4a   01181    01689   3   3  17  42 
  : 
950  1 4a   0129     01681   3   1  20  41 
950  1 4a   0129     01689   3   3  20  42 
950  1 4a   0129     03639   3   3  20 109 
  : 
950  1 4a   0149     01689  10   3  23  42 
  : 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）アジア経済研究所のSITC-R2とSITC-R3の対応表（clcvp6.r23_item）にもとづき著者作成 
 
 
表８ OECD方式によるSITC-R3からSITC-R2への変換表 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
SITC-R2   SITC-R3 … SITC-R3       SITC-R2   SITC-R3 … SITC-R3       SITC-R2   SITC-R3 … SITC-R3 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
0     +0    -0019 -0253  
      -06195+4112  
00    +00   -0019  
001   +00   -0019  
0011  +0011  
00111 +00111 
00119 +00119 
0012  +0012  
00121 +00121 
00122 +00122 
0013  +0013  

0014  +0014  
00141 +00141 
00149 +00149 
0015  +0015  
0019  + NA 
01    +01   +09811-01293 
011   +011  +012  -01293 
0111  +011   
01111 +01111+01121 
01112 +01112+01122 
0112  +0121  

0113  +0122  
0114  +0123 -01233-01236 
0115  +0124  
0116  +0125  
0118  +01233+01236+0129  
      -01293 
01181 +01233+01236 
01189 +0129 -01293 
012   +016   
0121  +0161  
0129  +0168  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（出所）OECDより入手したSITC-R3からSITC-R2への方向に対する変換表にもとづき筆者作成 

（注）対応表の原本の商品分類コードには下位レベルの空各部分に-が挿入されているが、控除の記号-との区

別が付かないため表8では-を空白に置き換えている。 
 
 
用いてしかも配分構造を取り入れて式の形で表

現し直したものである。詳細は省略するがこの

変換表には上位桁レベルの分類コードに対して

もこの変換式が用意されており、控除の記号の-

も利用できる。SITC-R2からSITC-R1の方向以外

については対応関係が複雑になるためアジア経

済研究所方式の変換表は存在していない。 

 

2.2  OECD方式による変換表 

 

アジア経済研究所の変換表と同じような変換

式で表わされているのがOECD作成によるSITC

-R3からSITC-R2への方向に対する変換表であ

る。OECD方式による変換表は基本項目だけで

なく上位レベル分類コードまでも変換式で表わ

され、控除の-も利用しているところはアジア経

済研究所のそれと同じである。しかし、配分構

造を持たず、配分ウエイトがすべて1と設定され

ているところに違いがある。 

表7にSITC-R2とSITC-R3の対応関係の一部が

示されている。表8がこの対応表をモデル化した

OECD作成の変換表である。例として、表7のグ

ループ12においてSITC-R2の0133はSITC-R3の

01221と01222の2つの5桁レベル分類コードと対



17 

応している。この2つの5桁レベル分類コードで4

桁レベル分類コードの0122を構成する。したが

って、変換モデルは、 

0113  +0122 

と表わされる。表7によればSITC-R2の0114は商

品グループの13に属しており、対応する

SITC-R3は01231,01232,01234,01235の5桁レベル

分類コードである。4桁レベル分類コードの0123

はこれ以外に01233と01236を含んでおり、両者 

は商品グループ950におけるSITC-R2の01181と

対応している。したがって、SITC-R2の0114は

0123からこの両者を控除することで得られ、 

0114  +0123 -01233 -01236 

となる。 

  対応関係において配分構造を持つものとして

表 7 の商品グループ 950 における SITC-R2 の

01181 を例とする。01181 は SITC-R3 の 01233, 

01236,01689 の 3 個と対応関係にある。この 3

個のうち前 2つは 01181のみに対応しているの

に対して 01689 は 01181 以外に 0129,0149 の 3

個と対応している。配分ウエイトを考慮したア

ジア経済研究所の方式では、 

01181  +01233 +01236 3+01689 

となる。しかし、表8によれば配分ウエイトを

考慮していないOECD方式では、 

01181  +01233 +01236 

と表わされる。しかも、01689はどこにも使用さ

れていない。その代わりに、 

0129  +0168 

として4桁レベル分類コードとして使用されて

いる（注６）。 

 

  2.3  木下・山田による方法 
 

  OECDの方法とほぼ同じであるが、基本的に

は出力を2桁で表わされた産業分類の20部門、入

力をSITC系列の2桁レベル分類コードとして変

換表を作成し、SITC系列の下位レベル分類コー

ドで対応関係を調整した変換表が木下・山田方

式の変換モデルである。表9に産業分類の20部門、

表10に木下・山田方式による変換表がそれぞれ

示されている（注７）。この方法の特徴は産業分類

に対してSITC-R1の2桁レベル分類コードで対

応させ、配分構造は持っていないが下位レベル

分類コードが上位レベルとは異なる産業に属す

ることを可能にさせ、できるだけ少ない分類コ

ードを利用してモデル化していることである。

SITC-R1の4,5,9は1桁レベル分類コードが使用

されている。 

  木下・山田方式では上位レベルと下位レベル

のそれぞれの分類コードの包含関係が重要であ

るため、作成された変換表の形式的な評価は下

位レベル分類コードをすべて合計すると0なる

ことである。表10の影の部分はSITC-R1の04を

上位桁レベルとしてもつ集まりであり、産業分

類の01と対応している。下位レベル分類コード

の0422,046,047,048はともに産業分類の03に属

しているため、これらを産業の01から取り除い

ている。影の部分のSITC-R1をすべて加えると

下位部分が消えてなくなり、04のみが残り、過

不足なく変換されることになる。表9においてす

べての下位レベル分類コードを合計すると0と

なることを確かめることができる。 

  本書の第3章では表9を基礎として後述する黒

子方式の変換によりSITC-R1により編集されて

いるon-lineによるUN Comtrade貿易統計データ

を産業分類の20部門に変換し、この産業分類を

指数コードとして貿易指数を作成している。 

 

  2.4  UN Comtrade databaseの推計方法 
 

貿易統計の変換において商品分類の対応関係

だけではなく取引額を考慮した方法の１つにU

N Comtradeの方式がある。この方式は配分をお

こなっておらず最大の取引額を持つ個別分類コ

ードの1つにすべてを含めるマッチング方式で 
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表９ 産業分類の20部門のコードとその名称 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
c   a   desc                      c   a   desc                     c   a   desc 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
01  AG 農林水産品 
02  MI 鉱業 
03  FD 食料 
04  TX 繊維 
05  AP 衣服・身回品 
06  LT 皮革 
07  WD 木材・同製品 

08  PP 紙パルプ 
09  RB ゴム･プラスティック 
10  CH 化学製品 
11  PC 石油石炭製品 
12  NM 窯業土石製品 
13  IS 鉄鋼 
14  NF 非鉄金属製品 

15  MT 金属製品  
16  MC 一般機械 
17  EM 電気機械 
18  TE 輸送機械 
19  PI 精密機械 
20  MM その他の製造品 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）木下宗七・山田光男「国別・商品別デフレータの推計と若干の吟味―国連貿易統計による―」（名古

屋大学経済学部附属経済構造研究センター『調査と資料』第97号, 1993）の表2にもとづき著者作成 
 
 
表10 木下・山田方式によるSITCから産業分類の20部門への変換表 
 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     
20部門 SITC       20部門 SITC        20部門 SITC        20部門 SITC       20部門 SITC 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
01     +00     
03     +01     
03     +02     
03     +03     
01     +04    
01     -0422  
03     +0422  
01     -046   
03     +046   
01     -047   
03     +047   
01     -048   
03     +048   
01     +05     
01     -052    
03     +052    
01     -053    
03     +053    
01     -0546   
03     +0546   
01     -055    
03     +055    
03     +06     
01     +07     
01     -0713   
03     +0713   
01     -0722   
03     +0722   
01     -0723   
03     +0723   
01     -073    
03     +073    
01     -074    
03     +074    
01     -075    
03     +075    
03     +08     
01     +081    

03     -081    
03     +09     
03     +11     
03     +12     
03     +21     
01     +22     
01     +23     
01     -2311   
09     +2311   
01     -2312   
10     +2312   
01     -2313   
09     +2313   
01     -2314   
09     +2314   
01     +24     
01     -243    
07     +243    
08     +25     
01     +26     
01     -2612   
04     +2612   
01     -2613   
04     +2613   
01     -2622   
04     +2622   
01     -2626   
04     +2626   
01     -2627   
04     +2627   
01     -2628   
04     +2628   
01     -2629   
04     +2629   
01     -266    
10     +266    
01     -267    
04     +267    

02     +27     
01     +2711   
02     -2711   
02     -2732   
12     +2732   
02     -2763   
03     +2763   
02     -2766   
13     +2766   
02     +28     
02     -282    
13     +282    
02     -284    
14     +284    
01     +29     
01     -2929   
03     +2929   
02     +32     
02     -3215   
11     +3215   
02     -3218   
11     +3218   
02     +331    
11     +332    
11     +34     
02     +3411   
11     -3411   
21     +35     
03     +4      
03     -4311   
10     +4311   
03     -4312   
10     +4312   
03     -4313   
10     +4313   
10     +5      
06     +61     
09     +62     

07     +63     
08     +64     
04     +65     
04     -6518   
12     +6518   
04     -654    
05     +654    
04     -6557   
05     +6557   
04     -6566   
05     +6566   
04     -6578   
20     +6578   
12     +66     
12     -667    
20     +667    
13     +67     
14     +68     
15     +69     
16     +71     
16     -7114   
18     +7114   
17     +72     
17     -7261   
19     +7261   
17     -7295   
19     +7295   
18     +73     
13     +7358   
18     -7358   
15     +81     
15     -8124   
17     +8124   
07     +82     
06     +83     
05     +84     
05     -8413   
06     +8413   

04     +8414   
05     -8414   
05     -8416   
11     +8416   
05     -842    
06     +842    
06     +85     
19     +86     
10     +8623   
19     -8623   
10     +8624   
19     -8624   
19     -863    
20     +863    
20     +89     
19     +891    
20     -891    
17     +8911   
19     -8911   
08     +892    
20     -892    
18     +8941   
20     -8941   
15     +8943   
20     -8943   
10     +8993   
20     -8993   
19     +8996   
20     -8996   
21     +9      
16     +951    
21     -951    
15     +961    
21     -961    

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）木下宗七・山田光男「国別・商品別デフレータの推計と若干の吟味―国連貿易統計による―」（名古

屋大学経済学部附属経済構造研究センター『調査と資料』第97号, 1993）の付表１にもとづき著者作成 
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ある。この方式は本書における第2章にある同一

パターンの推計方式の変形と見なすことができ、

推計された配分ウエイトの 大値を1としてそ

れ以外を0とした推計方法である。 

 

  2.5  黒子による変換方法 

 

上記の変換表はいずれも全面的あるいは部分

的に個別分類コードを固定的に利用してモデル

化しているため、そこで使用されている分類コ

ードと貿易データの分類コードに一致しないも

のが存在したときには該当なし判断されること

である。例えば、モデルで使用されている分類

コードが5桁レベル分類コードであるにもかか

わらず、報告国によっては貿易データが4桁レベ

ル分類コードでしか表示していないことがある。

この場合には両者が一致しないためこの4桁レ

ベル分類コードは欠損値と見なされ変換後の分

類コードには加算されない。そのため、変換前

の商品グループ内の個別コードに対応する取引

額合計あるいはすべての個別分類コードの取引

額合計が過不足なく変換後の商品グループある

いは総額に対する個別分類コードの取引額合計

とは必ずしも一致するとは限らない。またこれ

らのモデルの第2の欠点は使用する貿易統計デ

ータがmdccにもとづく商品分類の整合性のあ

るものを前提としていないため、変換された結

果の精度を評価ができないことである。これは

モデルの欠点というよりもむしろ利用するデー

タの整合性の問題として考慮される必要がある。 

これらのモデルにおける桁レベル分類コード

が一致しないときの処理が無視されている欠点

を解決したのがアジア経済研究所が2002年以降

採用している黒子の「貿易商品分類のSITCから

IO24部門分類への変換－変換エラーデータの

処理－」の中の「均等配分による変換」方法で

ある。この方法は詳細分類に基づく変換のため

の対応表が存在すれば、変換プログラムの実行

時にすべての桁レベル分類コードとの比較をお

こなうため、変換前の商品グループ内の個別コ

ードに対応する取引額合計が過不足なく変換さ

れ、変換前のその合計が変換後の商品グループ

内の個別分類コードの取引額合計と一致するよ

うになっている。 

 

  ３．貿易価格指数の作成と評価 
 

価格指数と一般的な定義は以下の通りである

が、貿易価格指数では価格は取引額を数量で除

した単位価格を利用するところに特徴がある。

財およびサービスからなるn個の商品の集まり

をベクトルで表して )(' 1 nCCC L= として時点

tにおけるその価格を )(' 1 nttt ppp L= 、数量を

)(' 1 nttt qqq L=  とする。基準時点0に対して比

較時点tとして前向きの価格指数を数量の関数

で表わして、 
(3-1)       qpqpqP tt '/')( 00 =  

とする。前向きというのは基準時点0をもとにし

て比較時点tを比較することを意味する。（3-1）
式において数量を基準時点 0qq = とおいたも

のが前向きのラスパイレス（Laspeyres）基準時

加重価格指数であり、 

000000 '/')()( qpqpqPLP ttt ==  

となる。ラスパイレス指数は基準時点の価格と

数量がわかっているので各時点の価格だけを求

めて計算できるため実際の指数計算ではよく用

いられる。しかしこの指数は基準時点から離れ

るにしたがって現実とかけ離れてしまうので定

期的に基準時点を変更し品目の入れ替えをする

必要がある。価格指数の（3-1）式において数量

を比較時点 tqq = とおいたものが前向きのパー

シェ（Paasche）比較時加重価格指数であり、 

tttttt qpqpqPPP '/')()( 000 ==  

と表わされる。パーシェ指数は比較時点の数量

を採用するため、商品の構成の変化に都合よく

対応していくが、時系列でこの指数を評価する
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ときには対象とする年それぞれの数量を得なけ

ればならず、その作業は大変めんどうになる。

ラスパイレス価格指数とパーシェ価格指数の中

間の値を持つ指標としてこの2つの指数の幾何

平均により計算されるのがフィシャー（Fisher）

の理想計算式である。フィッシャー価格指数は、
2/1

000 )}()({)( PPLPFP ttt ⋅=  

と表わされる。 

基準時点を0と固定したままで比較時点を

LL ,2,1,0,1,2, −−=t として表される指数の時系

列的な集まりを指数連という。指数連は連の中

で100とされる年次を参照基準とするとき、参照

基準およびウエート基準を定めることにより異

なる指数を作成することが可能となる。一般的

に価格指数連において価格指数 )(qPrs のrを参

照基準、比較時点をs、 qをウエート基準という。

指数連の中でウエート基準が基準時点に固定さ

れており同時に参照基準が基準時点である特別

な 場 合 は ラ ス パ イ レ ス 価 格 指 数

)()( 000 qPLP tt = であり、ラスパライレス価格指

数連は、 )(0 LP t , LL ,2,1,0,1,2, −−=t と表され

る。連における時間に対する比較の方向は前向

き 0>t であっても後ろ向き 0<t でもかまわな

い。固定されたウエート基準を基準時点 0q とす

るラスパイレス価格指数連の一般式は、 
)(/)()()( 000 LPLPqPLP srrsrs ==  

となる。 

  一般に指数は基準時点0と比較時点tの間の2

つの状態の比較をすることで得られるため基準

時点から比較時点までに価格および数量がとっ

た変動経路は無視されてしまう。これに対して

途中時点の価格および数量の影響を情報として

含んだ指数が連鎖指数である。ラスパイレス価

格連鎖指数は、 

)()()(100)( 1,1112001 −−= ttt
C

rs qPqPqPLP L  
である。パーシェ価格指数連およびパーシェ価

格連鎖指数も同じようにして求められる。 
本書において貿易価格指数は第3章で作成さ

れ、on-lineによるUN Comtrade貿易統計データ

のSITC-R1で編集された時系列データを利用し、

表10で示された木下・山田による産業分類の20

部門分類を指数コードとしている。第3章では貿

易数量指数も作成しており、これらの結果は本

書における第4部の表4に示されている。また、

この作成された貿易価格指数と各国が作成した

貿易関連指数あるいは指標との比較にもとづく

評価は本書の第4章にて検討されている。 

 

  ４．国際比較のための貿易関連指数 
 

本書では東アジア諸国・地域および米国にお

ける貿易関連指数として貿易価格指数のほかに

国際競争力の尺度として頻繁に利用される顕示

比較優位指数（RCA: Revealed Comparative Ad

vantage）とグローベル＝ロイドによる産業内貿

易指数（Intra-Industry Trade）を国際比較に利用

している。RCA指数および産業内貿易指数の作

成をおこなったのは本章であり、新AID-XT基礎

データを黒子による詳細分類にもとづく均等配

分の方法によりSITC-R1へ変換された貿易統計

データを利用している。このRCA指数および産

業内貿易指数にもとづいて国際競争力を分析し

たのが本書の第6章である。 

本書ではアジア経済研究所の作成した指数以

外にも国際機関が作成したさまざまな指標が基

礎データとして利用されており、第5章において

これらをもとに貿易単位価格が作成されている。

本節では当研究所が作成したRCA指数および

産業内貿易指数のみの概略を紹介する。 

 

4.1  RCA指標 

 

貿易統計の分類カテゴリーは輸出入別に、報

告国（r）、年（y）、商品分類（c）、相手国（p）

から構成される。商品分類をSITC-R1の1桁レベ

ル分類コードとして1970年から2003年までとす
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る。輸出額および輸入額を )(yxrpc 、 )(ymrpc と

それぞれ表すことにする。相手国を世界として、

)(yxrWc は報告国rのSITC1桁レベルの分類cに

対するy年の輸出額、 )(ymrWc は報告国rのSITC

1桁レベルの分類cに対するy年の輸入額である。

商品別、報告国別の顕示比較優位指数として、

輸出をもとにしたRCA_e指数は、 

(4-1)  
)(/)(
)(/)(

)(_
yxyx

yxyx
yeRCA

WWTWWc

rWTrWc
rc =  

と表される。同じく顕示比較劣位指数として輸

入をもとにしたRCA_i指数は、 

(4-2)  
)(/)(

)(/)(
)(_

ymym
ymym

yiRCA
WWTWWc

rWTrWc
rc =  

と表される。輸出入の両側に対する顕示貿易総

合比較指数（Relative Revealed Comparative Tra

de Advantage）は（4-1）から（4-2）の差として、 
(4-3)  )(_)(_)( yiRCAyeRCAyRCA rcrcrc −=  

と表される。 

RCAの各指数は統計的にはつぎのように解

釈される。取引額表を nm× の分割表と見なし、

この分割表が多項分布に従って分布するとする。

すなわち、1回の試行に対してmn通りの可能な

結果が存在すると想定したとき、その確率を

njmi LL 1,1 == に対して ijp とする。要素の

和を•とするとき、 1=••p である。この試行を

k回繰り返したとき、ij要素に ijx 個対応するとす

る。 kx =•• である。 ijx を確率変数 ijX の実現

値とすれば、多項分布の確率関数は、 

ijx
ij

ij
ij

n

j

m

i

mnmnmn

pxk

ppxXxXf

∏∏∏
==

=

==

}!/!{

),,;,,(

11

111111 LL

 

として得られる。 mnxx L11 が与えられたとき、

mnpp L11 に関する対数尤度関数は、 

ijij
ij

mn pxapp log),,( 11 ∑+=Ll  

となる。ここでaは ijp によらない定数である。

ijp に条件が付いていないことを仮説Ωであら

わし、この 尤推定量を求める。ラグランジェ

の未定係数法による制約条件付きの 小化を利

用するため、 
)1()( 11 −+= ••ppps mn µLl  

とおき、 ijp でsを偏微分して0とおいて解けば

尤推定量が得られ、 kxp ijij /)(ˆ =Ω となる。 ijp

が独立であることを仮説ω であらわし、この

尤推定量を求める。独立であれば jiij ppp ••=

となるのでこれをsに代入して、 •ip と jp• でそ

れぞれ sを偏微分して0とおいて解けば

kxp ii /)(ˆ •• =ω と kxp jj /)(ˆ •• =ω が得られ、

)/)(/()(ˆ)(ˆˆ kxkxppp jijiij •••• == ωω となる。

)(ˆ/)(ˆ ωλ ijij pp Ω= とおくと、 kx =•• なので、

)/( jiij xxxx ••••=λ となり、これがRCAの指標

となる。例えば、 )(_ yeRCA rc のときは相手国

Wは一定なので無視し、rをiに、cをjに置き換え、

WとTを•に置き換えれば λ=)(_ yeRCA rc とな

る。 

RCAの作成において報告国の世界合計デー

タを必要とする。貿易をしているすべての国の

データが報告されているということではないの

で実際には報告国世界は存在せず、報告国の合

計で代用することになる。国際機関の貿易統計

の中で報告国の世界合計が存在するのはIMFが

作成するDOTS（Direction of Trade Statistics）と

IFS（International Financial Statistics）である。D

OTSとIFSのデータは当該国のデータが存在し

ないときには相手国から貿易額を推計してCIF

（Cost, Insurance and Freight）調整をするなど

して推計しているため必ずしも正確なものでは

ないが、現在得られるものの中では も多くの

報告国をカバーしている貿易統計である。 

本章ではRCA作成に必要とされるSITCの1桁

レベル分類コードごとの報告国の合計

)(yX WWc としてAID-XTの基礎データの報告国

合計を利用する。AID-XT基礎データは年によっ

て存在する報告国の数が異なるため貿易統計の

カバレジの安定した報告国合計を計算するのは

容易ではない。本書では東アジア諸国・地域お 
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表11 IMFのDOTによる報告国世界合計と仮想世界の報告国合計の比率 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     
year    DOT    RC-T 33  r 33     RC-T    r         year    DOT    RC-T 33  r 33     RC-T    r 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
1970   282012   233288  0.827   271458  0.962 
1971   310099   260531  0.840   298650  0.960 
1972   373398   309589  0.829   361229  0.966 
1973   522431   427816  0.818   499870  0.956 
1974   746338   575118  0.770   745673  0.999 
1975   772011   608579  0.788   770508  0.998 
1976   887213   685874  0.773   869695  0.980 
1977  1009140   780595  0.773  1000037  0.991 
1978  1177630   939233  0.797  1127615  0.957 
1979  1499770  1160010  0.773  1438902  0.959 
1980  1832510  1375872  0.750  1760843  0.960 
1981  1914800  1361168  0.710  1755104  0.916 
1982  1774890  1302166  0.733  1595764  0.899 
1983  1729560  1300626  0.752  1537556  0.889 
1984  1836750  1397918  0.761  1664011  0.905 
1985  1874510  1435395  0.765  1699563  0.906 

1986  2043540  1638614  0.801  1858315  0.904 
1987  2416030  1964356  0.813  2213569  0.916 
1988  2763190  2310069  0.836  2561756  0.927 
1989  2985620  2493281  0.835  2761388  0.924 
1990  3381710  2853563  0.843  3164465  0.945 
1991  3492430  2978810  0.852  3272115  0.965 
1992  3746690  3186420  0.850  3492880  0.932 
1993  3721200  3225668  0.866  3541115  0.951 
1994  4254950  3614149  0.849  3994232  0.938 
1995  5077870  4353652  0.857  4768111  0.939 
1996  5300700  4478421  0.844  4949488  0.933 
1997  5524380  4647691  0.841  5256653  0.951 
1998  5400460  4678190  0.866  5217601  0.966 
1999  5667630  4839959  0.853  5396262  0.951 
2000  6378650  5095494  0.798  6080558  0.953 
2001  6128450  4821854  0.786  5378984  0.877 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（出所）DOTは IMF：Direction of Trade StatisticsのCD-ROM輸出取引額、RC-T 33およびRC-TはAID-XT基礎

データの輸出取引額からそれぞれ筆者作成 

（注）取引額の単位はすべて 1,000,000US$である。DOT は DOTS の報告国世界の輸出合計、RC-T 33は仮想世

界報告国として主要33カ国の輸出合計、r 33=RC-T 33/DOT、RC-Tは仮想世界としてAID-XT基礎データから得

られるすべての報告国の輸出合計、r=RC-T/DOTである。 
 
 
よび米国を含む環太平洋諸国・地域、ヨーロッ

パ諸国を中心に、しかも1970年から2001年まで

長期にデータが存在している国・地域から構成

される33カ国を対象として仮想世界を想定した

世界合計を RC-T 33、AID-XT基礎データのす

べてを仮想世界と想定した世界合計をRC-Tと

する（注８）。 

DOTSの貿易推計額が正しいとしたとき、仮

想世界の報告国合計がどれだけの割合を占めて

いるかを見るため、輸出データに対してDOTの

報告国世界計と仮想世界の報告国合計を比較し

た結果が表11に示されている。この表からRC-

T 33については1980年代前後は仮想世界が占め

る割合は約75%であるが、全体として80%から8

5%を占めていると考えられる。一方、RC-Tは

仮想世界が占める割合は約95%前後であり、そ

の変動は小さい。梶原の「東アジア諸国・地域

および米国の競争力分析―輸出RCA、輸入RCA、

総合RCAによる分析―」によれば「RCAを計測

する際、世界をすべて網羅するように努めてい

るが、統計上難しい。今回使った世界合計は全

貿易の95～96％を包含している。ところで対象

国のRCAを貿易額の大きな世界33カ国を世界

合計として計測した場合 … まったく同じ図に

なっている。もちろん数字は少数点5桁で計測し

ているので、33カ国の場合多少数字が大きくな

るが、ほとんど誤差の範囲」ということである。

したがって、RCA指数の作成において報告国の

合計値は主要33カ国で十分ということになる。

RCA指数は本書においては世界合計をRC-Tと

したものが第4部の表2に示されている。 

  
4.2  産業内貿易指数 

 
輸出額 )(yxrpc と輸入額 )(ymrpc に対して煩

雑さを避けるために必要なとき以外はr,yを省

略してそれぞれ pcx と pcm とする。グローベル

＝ロイドによれば産業cと相手国pに対する産業

内貿易指数（Intra-industry Trade）は、 
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(4-4)     || pcpcpcpcpc mxmxR −−+=  

として定義され、産業cと相手国pにおける産業

内貿易指数はその貿易総額に対するその産業内

貿易指数の比率として定義され、 
(4-5)        )/( pcpcpcpc mxRB +=  

となる。複数の産業から構成される産業グルー

プCと地域を構成する相手国グループPの貿易

額のウエイトを、 

(4-6)      
)(

/)(),(

PCPC

pcpcpc

mx

mxCP

+

+=ω
  

とする。 PCx は産業グループCと相手国グルー

プPのおける輸出総額を表わし、 

pc
PpCc

PC xx ∑∑
∈∈

=  

であり、 PCm についても同様である。ウエイト

なので 1)(, =•• PCω である。記号の•はすべて

の要素の集計を表わすものとする。 

相手国pにおける複数の産業から構成される

産業グループCに対する産業内貿易指数は（4-6）

式のウエイトを利用して加重平均を計算するこ

とで得られ、 

(4-7)       )( pCBB pcpc
Cc

pC ω∑
∈

=  

となる。産業cにおける地域を構成する相手国グ

ループPに対する産業内貿易指数は（4-6）式の

ウエイトを利用して加重平均を計算することで

得られ、 

(4-8)       )(PcBB pcpc
Pp

Pc ω∑
∈

=  

となる。産業グループCと相手国グループPに対

する産業内貿易指数は加重平均を計算すること

で得られ、 PCB となる。すべての産業とすべて

の相手国に対する産業内貿易指数は PCB にお

いてCとPをすべての要素の集まりである・で置

き換えることで得られ、 ••,B となる。 

  貿易の加重平均により得られた（4-9）式に対

して、産業グループCと相手国グループPをそれ

ぞれ一括して１つの産業と相手国としてとらえ

る方法が集計による産業内貿易指数である。す

なわち、産業グループの和と相手国グループの

和をもとにして（4-5）式のように計算され、 

(4-10)       
)/(

||1~

PCPC

PCPCPC

mx
mxB

+
−−=  

となる。（4-10）式は（4-9）式の簡便法として

利用される。両者の関係は、 

PCCPCC BB ,,
~

≤  

となる。（4-7）式に対応する集計による産業内

貿易指数は（4-10）式においてPをpと置き換え、

（4-8）式のそれはCをcとそれぞれ置き換えるこ

とで得られる。 ••,B のそれはてPを・、Cを・と

同時に置き換えることで得られる。これらの式

はすべて、加重平均の産業内貿易指数は集計さ

れた産業内貿易指数より大きくならず BB ~
≤

である（注９）。 

本書の第4部において表3-1は（4-7）式のCを

商品総額およびSITC-R1の1桁レベル分類コー

ド、表3-2はCを｛5-8｝,｛0-4,9｝としたときの

産業内貿易指数である。 

 
おわりに 

 
本書は東アジア諸国・地域および米国を中心

とした地域を対象として、第1部の貿易統計デー

タの作成および整合性の評価と補正の課題、第2

部貿易指数の作成と評価の課題、第3部の貿易指

数および関連指標にもとづく国際比較、第４部

の資料集から構成される。第1部は2つの章から

構成される。第1章は野田・深尾による「貿易マ

トリクス作成における整合性の評価－新および

旧AID-XT基礎データにもとづいて－」、第2章

は野田の「商品分類の対応関係における配分ウ

エイトの推計方法」である。第2部は2章から構

成される。第3章は黒子による「SITC-R1により

接続された国連貿易統計に基づく貿易指数の作
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成」、第4章は木下による「部門別輸出単価指数

の推計とその時系列的特性―IDE推計の固定

型・連鎖型指数を中心として―」である。第3

部は2章から構成される。第5章は石戸による「輸

入数量制限撤廃の部分均衡分析－アジアと米国

の繊維貿易を事例として－」、第6章は梶原によ

る「東アジア諸国・地域および米国の競争力分

析―輸出RCA、輸入RCA、総合RCAによる分析

―」である。 

第4部は資料編であり、「表の見方」を始めと

して、表1の「 東アジア諸国・地域および米国

における補正された新AID-XT基礎データの整

合性評価」、表2の「SITC-R1の1桁レベル分類

コードにおける顕示比較優位指数」、表3-1の「商

品総額およびSITC-R1の1桁レベル分類コード

における産業内貿易指数」、表3-2の「SITC-R1

の1桁レベル分類コード、{5-8}、{0-4,9}におけ

る産業内貿易指数」、表4の「貿易指数表（総合

および産業分類別）」から構成される。 

 

 

―――――――――――――――― 
（注１）本研究会の初年度のメンバーは主査に野田

容助 （アジア経済研究所開発研究センター研究主

幹）、幹事に黒子正人 （同マクロ経済分析グループ）

が担当し、外部委員は木下宗七 （椙山女学園大学生

活科学部教授）、深尾京司 （一橋大学経済研究所教

授）、梶原弘和 （拓殖大学国際開発学部教授）、内

部委員は坂本英陽 （アジア経済研究所開発研究セン

ター研究主幹）、佐藤克彦 （同研究主幹）、石戸光 

（同開発戦略研究グループ）、オブザーバは中村純 

（同研究主幹）、荒川晋也 （同ミクロ経済分析グル

ープ）、海老原悦男 （日本貿易振興機構企画部情報

システム課主査）である。中間結果である初年度の

成果の一部は調査研究報告書『貿易指数の作成と応

用―長期時系列貿易データの推計と分析に向けて

―』として出版されている。同書には、「貿易指数

の作成と応用のための基礎的課題」（野田容助）、

「貿易マトリクス作成における整合性の評価－相手

国、数量単位および数量を考慮に入れて－」（野田

容助・深尾京司）、「台湾のAID-XT基礎データ作成

と評価」（野田容助）、  「中国商品別貿易統計の

作成: 1952-1964年および1981-2000年」（深尾京司・

岳希明・清田耕造）、 「香港再輸出データによる二

国間貿易額不一致の調整－香港再輸出マークアップ

の推計－」（坂本英陽）、「マレーシアにおける貿

易統計と貿易指数」（佐藤克彦）、「SITC-R1に変換

された貿易統計基礎データに基づく輸出単価指数の

作成」（黒子正人）、「IDE推計SITCベースの輸出価

格指数の性質について」（木下宗七）、「輸入数量

制限撤廃の部分均衡分析－アジアの繊維貿易を事例

として－」（石戸光）、「東アジア諸国・地域およ

び米国の競争力分析―輸出RCA、輸入RCA、総合RCA

による分析―」（梶原弘和）が掲載されている。 

（注２）「世界貿易統計データとその検索システム」

研究会はその成果として「世界貿易データシステム

の整備と利用」（SDS No.67）を出版し、世界貿易マ

トリクス作成のためのいくつかの検討事項について

データの整備という立場から取りまとめている。デ

ータの整備に関わる部分では商品分類の改訂に伴う

商品分類コードの対応関係の処理方法や国・関税地

域の推移があり、世界貿易マトリクス作成に関わる

部分では輸出デフレーター等の世界経済モデルとの

関連情報の検討が含まれている。同書には「国際貿

易統計と輸出価格デフレータ－世界貿易連関モデル

の構築に向けて－」（木下宗七）、「国連における貿

易統計の利用と応用」（河村鎰男）、「国際機関の貿

易統計」（平泉秀樹）、「貿易統計における商品の分

類」（山本泰子）、「体系の異なる分類の対応関係と

変換―グループ化および切断による商品分類の変換

の試み―」（野田容助・山本泰子）、「国の分離・統合

―時間データモデルの適用―」（坂本英陽）、「要約

データの基礎概念とデータベース内での推論―世界

貿易統計データベースを例として―」（佐藤英人）が

含まれる。 

（注３）「貿易指数の推計とその評価」研究会はそ

の1年目の成果として「世界貿易マトリクスの作成と

評価―貿易指数の推計に向けて―」（調査研究報告

書、開発研究部2001-Ⅲ-12）を出版し、貿易統計デー

タの整備の具体的な方法論をデータ処理のためのプ
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ログラムと同時に取りまとめている。同書は第1部の

解説および論文集編では「世界貿易マトリクス作成

に伴う諸問題―貿易指数の推計に向けて―」（黒子

正人）、「二国間貿易における不一致データの調整

―Gehlhar調整法にもとづいて―」（坂本英陽）、「貿

易価格指数の算式とその作成方法」（野田容助）、

「貿易指数の利用及び応用」（谷口興二）、第2部の

方法論およびそのプログラム解説編では「商品分類

の産業分類への変換―変換エラーデータの処理プロ

グラム―」（黒子正人）、「商品分類における詳細

分類コードの抽出」（野田容助）、「対応関係にお

けるグループ化とその連結」（野田容助）、として

まとめられている。さらに、同研究会の2年目の成果

として「貿易指数の作成と応用―東アジア諸国・地

域を中心として―」（SDS No.87）が出版され、アジ

ア経済研究所の産業連関表作成プロジェクトのまと

めた国際産業連関表24部門分類にもとづいた分類に

よる貿易マトリクスとそれから作成される貿易価格

指数の推計、貿易指数にもとづいた国際比較を取り

まとめている。同書には「貿易統計のIO24部門分類

コードへの変換と貿易指数」（野田容助）、「IO24

部門分類による貿易単価指数の推計―貿易指数デー

タベースの作成―」（黒子正人）、「二国間貿易に

おけるデータの不整合と調整」（坂本英陽）、「商

品分類の対応関係における配分ウエイトの推計―

SITC-R1系列の3桁レベル分類コード作成に向けて

―」（野田容助）、「類別貿易物価指数の算出と算

出結果の特徴について―台湾、韓国、アメリカ、日

本の比較分析―」（木下宗七）、「産業内貿易指数

の算出と分析―東アジアとEUの比較―」（深尾京司、

石戸光）、「東アジアの貿易構造変化と競争力分析」

（梶原弘和）、「アジア諸国・地域の貿易構造と貿

易に体化された生産要素」（清田耕造・深尾京司）、

「貿易指数の利用及び応用―輸出価格を中心に―」

（谷口興二）が含まれている。 

（注４）商品分類コードの中で も細かい分類コー

ドは概念的にはSITCの各改訂版では4桁レベルある

いは5桁レベルの分類コードから構成される基本項

目（アイテム：item） またはBasic Heading、HSの各

改訂版では6桁レベルの分類コードのSub-Headingで

ある。アジア経済研究所では商品分類の体系あるい

は桁レベルの分類コードとの関係とは別に、実際に

得られた貿易統計データにおいて取引金額がゼロで

ない商品分類コードに対して階層的に構成された分

類コードの中で下位レベルの階層の分類コードを持

たないものを詳細分類コード（the most detailed class

ification code: mdcc）と呼んでいる。体系的に定義さ

れている基本項目と実際上の分類である詳細分類コ

ードは必ずしも同一であるとは限らないので貿易統

計データを利用のさいにはその両者を混同しないよ

うに注意が必要である。 

（注５）商品分類SITC-R1とSITC-R2の対応関係コー

ド表はUN統計局発行のStandard Inrernational Trade 

Classification, Revision 2から得ることができるが、こ

の対応関係コード表は必ずしも整合性があるものば

かりではないためアジア経済研究所においてこれら

の問題点を調整した基本項目を対象とした対応関係

コード表を作成している。この調整された対応表を

もとに商品のグループ化をおこなっているのがアジ

ア経済研究所の基本モデルGRT12[B]である。 

（注６）0168 は 01681 と 01689 から構成されている

ため、表 7 の商品グループ 950 における SITC-R2 の

0129からアジア経済研究所の方式では、 

0129  +01681 3+01689 3+03639 

となる。 

（注７）表10の産業分類とSITC-R1の対応表において

産業分類の21部門に対応するSITC-R1の分類コード

の35,9,951,961が存在する。しかし、第3章で作成され

た貿易指数には21部門を対象外としているので本書

ではこれを除外して産業分類を20部門としている。

そのため表9では対象としている20部門のみが示さ

れている。 

（注８）長期にデータが存在する国・地域の33カ国

はAsia NIEs4カ国の台湾（1963-2001）、香港、韓国、

シンガポール、 ASEAN4 カ国のマレーシア

（1968-2001）、インドネシア（1967-2001）、フィリ

ピン（1962-2001）、タイ、中国（1988-2001）、日本、

オーストラリア、ニュージーランド、アメリカ、カ

ナダ、メキシコ、チリ、EU15カ国のデンマーク、ス

エーデン、ベルギー、ルクセンブルグ、フランス、

ドイツ、オランダ、イギリス、アイルランド、イタ

リア、ポルトガル、スペイン、フィンランド、オー
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ストリア（データに問題があるため1994を除く）、

ギリシア、EU15以外のヨーロッパ諸国のスイス、ノ

ルウェーである。国・地域の後ろの（  ）はデータ

の存在する年を表わす。（  ）が省略されているの

は1962-2001である。 

（注９）産業内貿易指数において貿易収支が均衡し

ていないときは 0|| ,, >− •••• mx であり、すべての産

業において 0=− pcpc mx であることはないので、

1<B あるいは 1~
<B となり、下方への偏りを持つ。

そのため、グローベル=ロイドは不均衡の偏りの調整

として、 *PCPCPC BC ω= としている。調整項目の、

*PCω は、 

|)|
/()(*

PCPC

PCPCPCPCPC

mx
mxmx

−−
++=ω

 

である。（4-7）式に対応する集計による産業内貿易

指数は PCC においてPをpと置き換え、（4-8）式のそ

れはCをcとそれぞれ置き換えることで得られる。

••,B のそれはてPを・、Cを・と同時に置き換えるこ

とで得られる。これらの式はすべて、加重平均の産

業内貿易指数は集計された産業内貿易指数より大き

くならず CB ≤ である。 
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て―」（野田容助編『東アジア諸国・地域の貿易指

数―作成から応用までの基礎的課題―』統計資料シ

リーズ（SDS） No.88 アジア経済研究所 2005） 

［10］―――「商品分類の対応関係における配分ウ

エイトの推計方法」（野田容助編『東アジア諸国・

地域の貿易指数―作成から応用までの基礎的課題

―』統計資料シリーズ（SDS） No.88 アジア経済研

究所 2005） 

 


